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教育相談の実践 「いじめが起きにくい学校づくり」 

＊国立教育政策研究所 平成 28年度研究報告から 

 ① いたずらにトラブルが起きたり、放置されたりしないような安心・安全な学

校環境をつくることです。そのためには、集団生活のルールが明確であること、そ

の時々に何を頑張ればよいのかが明確であること、等が必要になります。また、ど

う頑張れば良いのかが分からない、頑張ってもうまくいかない等の子供に対する

支援も必要です。とりわけ、「勉強が分かる（運動ができる）」ことは、大きなウェ

ートを占めます。子供にとっての、｢心の居場所づくり｣ が重要です。   

② 子供は単に保護されるだけの受け身的な存在ではなく、自らも良くなりた

い、頑張りたいと願う主体的な存在でもあります。多くの子供が、自分のことや自

分が頑張ったことを他人から認めてもらいたいという思いを持っていますし、認

められた体験のある子供ほど、他の子供のことを認めたり、受け入れたりできるよ

うです。子供同士の成長発達を促すために全ての児童生徒が活躍できる場や機会

を準備すること、子供同士の ｢絆 づくり｣ のための、教職員による児童生徒が活

躍できる場づくりが重要です。  

そうした学校づくりを進めるキーワードが、｢規律・学力・自己有用感｣ です。

適度な「規律」のある学校生活は、子供に安心感を与えることができますし、安全

の確保にもつながります。また、他者から認められることで得られる ｢自己有用

感｣ は、子供の自信となり、少々のトラブルには負けない ｢社会的な免疫力｣ とな

り、 いたずらに他者を貶めることも、貶められることも防ぎます。そして、一日

の大半を占める授業の中で不安や不満を感じないだけの ｢学力｣ 保障は、｢社会的

な免疫力｣ の低下を防ぐことになるのです。  
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教 育 相 談              ＊文部科学省の資料から 

１．児童生徒をめぐる状況 

児童生徒の不登校や問題行動等は依然として憂慮すべき状況にあり、特に最近の

問題行動の特徴として、子供たちが内面にストレスや不満を抱え込み、抑制ができなく

なって衝動的に問題行動を起こしたと思われる事例が多く見られる。 

さらに、現代社会の変容の中で、家庭の教育力や地域の機能が低下するとともに、

児童生徒の抱える問題が多様化し、深刻化する傾向も見られる。こうした様々な問題に

対して、学校が対応しなければならない状況になっている。また、社会の変化は、教員

や児童生徒にもストレスの増大を招いている。このようなことから、教育相談の果たす

役割はますます大きくなっているといえる。 

 物質的な豊かさにあふれ、高度情報化、都市化、少子高齢化、核家族化や夫婦共

働きの進行などの現代社会の大きな変容の中で、家庭の教育力や地域社会の機能

の低下が著しい。 

 とりわけ、子供の教育について第一義的責任を有する家庭における教育力や養育

力の低下は虐待の深刻化等に現れ、地域の包容力の低下、携帯端末の普及等は

人間同士の関わり合いやコミュニケーションの不足を生じさせ、児童生徒にも大きな

影響をもたらしている。 

 こうした現状の中で、様々な社会問題に対して、学校が対応しきれずに責任を追及さ

れ、学校に対する過剰な要求や過大な期待により、教員の負担感や勤務時間が増

え、その結果、学校において最も大切であるはずの児童生徒一人一人と向き合う時

間や機会が少なくなってきている。 
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 昨今の問題行動や少年非行等は、様々な要因が絡み合って発生していることが多

い。また、児童生徒が内面にストレスを抱え込みやすく、なおかつそのストレスに自

力では適切に対処できないケースも多い。 

 児童虐待や家庭内暴力（DV）により心身にわたる被害を受ける児童生徒、事件・事

故あるいは自然災害等の影響を受けて外傷後ストレス障害（PTSD）に至る児童生

徒、発達障害の児童生徒などへの対応も社会的に大きな課題となっている。また、

発達障害のある児童生徒がいじめの対象となったり、不適応を起こしたりする場合

があり、それが不登校につながる場合があるとの指摘もある。さらに、高度情報化社

会を反映して、インターネットなどによる有害情報の問題から、性の逸脱行動や出会

い系サイトに絡む事件や、携帯メール、「学校裏サイト」などの掲示板を通じたいじめ

の増加等が懸念される。 

 以上のようなことを背景として、学校教育においても生徒指導上の諸問題は、極めて

多岐にわたるものとなっている。基本的な生活習慣の定着や規範意識の醸成など日

常の生徒指導上に関する課題とともに、いじめの深刻化、暴力行為等の問題行動、

不登校、薬物乱用など心や命にかかわる問題に対しても、教育相談等を活用して引

き続き適切な対応が求められる。 

 

２．教育相談の在り方 

様々な悩みを抱える児童生徒一人一人に対して、きめ細かく対応するためには、学

校とともに、多様な専門家の支援による相談体制をつくっていくことが大切である。 

 学校、教員の負担が重くなり、児童生徒と向き合う時間が少なくなりつつある中で、

児童生徒の様々な悩みに対応し、児童生徒がストレスを溜め込まないよう気軽に相

談できる体制を社会全体でつくっていく必要がある。 
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 児童生徒が日常生活において接する機会が多い大人は、圧倒的に親と教員であ

る。児童生徒のわずかな変化をないがしろにしたり、抱える悩みを見過ごしたりする

ことなく、できるだけ早期にとらえ、悩みが深刻化しないようにアドバイスや声かけを

行うことが大切である。親や教員は、自らの児童生徒に対する関わりの与える影響

の大きさを十分に自覚する必要がある。 

 しかしながら、現代社会の変容に伴い、児童生徒が直面する問題はますます複雑多

様になっており、様々な問題は、親と教員だけで解決できないことも多い。こうした多

種多様な要因を背景とした児童生徒の相談に対しては、教員という教育の専門家の

ほか、スクールカウンセラーのような臨床心理の専門家、児童精神科医や小児科医

のような児童生徒に主として関係する医療関係の専門家、福祉機関等の福祉に関

する専門家、法律問題に対応するための司法関係の専門家等のバックアップと日頃

からの連携が不可欠である。児童生徒の置かれている状況や抱えている問題・悩み

に応じてそれぞれの専門家がその専門性を生かして対応することが大切である。 

 また、児童生徒が相談したいと思うタイミングを逸することなく相談できるように、相

談機関や相談方法の選択肢（チャンネル）を複数用意し、多様な視点できめ細かく児

童生徒を見守ることができるような相談体制を総合的に構築することが大切である。 

 いじめ等の悩みに対して、いつでもどこからでも対応することができるように開始され

た全国統一ダイヤルによる 24時間電話相談は、児童生徒が相談できるチャンネル

の 1つとして意義があり、今後とも全ての都道府県等が協調して推進していくことが

必要である。 

 児童生徒の心身の発達段階に応じて、児童生徒への相談のアプローチの仕方を変

えることが適当である。 

 一方、切れ目のない相談体制をつくるため、幼稚園・保育所と小学校、小学校と中学

校、中学校と高等学校の学校段階を越えて情報交換を行うなど、教育相談の橋渡し

をしていくことも重要である。例えば、「連携推進地域連絡会」といった機会をつくり、
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各学校段階での相互の授業参観や教員の合同研修、幼児・児童・生徒の合同の活

動などを通じて、教育相談といった観点から情報交換を行うことが考えられる。 

 

３．教育相談に関する校内体制の充実について 

教育相談は、学校における基盤的な機能であり、教育相談を組織的に行うために

は、学校が一体となって対応することができる校内体制を整備することが必要であると

ともに、教育相談に対する教員一人一人の意識を高めることが必要である。 

 教育相談業務は、学校生活において児童生徒と接する教員にとっての不可欠な業

務であり、学校における基盤的な機能である。この点、中学校学習指導要領解説

（特別活動編）によれば、「教育相談は、一人一人の生徒の自己実現を目指し、本人

又はその保護者などに、その望ましい在り方を助言することである。その方法として

は、1対 1の相談活動に限定することなく、すべての教師が児童生徒に接するあら

ゆる機会をとらえ、あらゆる教育活動の実践の中に生かして、教育相談的な配慮を

することが大切である。」とされている。 

 このように、学校における教育相談は、決して特定の教員だけが抱えて行う性質の

ものではなく、相談室だけで行われるものでもない。また、児童生徒の相談内容は、

心身の成長過程における身体的特徴や性格、友人関係、学業の成績や部活動、将

来の進路に関すること、家庭生活や病気に関することなど多種多様である。したがっ

て、教育相談は、学校の教育活動全体を通じて、また全ての教員が様々な時と場所

において、適切に行うことが必要である。 

 スクールカウンセラーや相談員等の配置により、教育相談やカウンセリングの充実

が図られつつあるが、教育相談を組織的に行うためには、学校が一体となって対応

することができる校内体制を整備することが重要であり、コーディネーター役として、

校内体制の連絡・調整に当たる教育相談担当教員の存在が必要である。新たにこう



6 

したコーディネーターとなる者を置く場合には、例えば、養護教諭や特別支援教育コ

ーディネーターがこれを兼ねたり、複数の者がこの役割を担うようにしたりするなど、

それぞれの学校の実情により柔軟な対応が考えられる。 

 各学校の実態等により異なるが、教育相談担当教員の役割は、以下のようなことが

考えられる。また、こうした業務を行うに当たっては、現在、時として児童生徒の「心

の拠り所」的な存在となっている養護教諭や学校医、スクールカウンセラー又は相談

員等と十分に連携を図りながら行うことが重要である。  

1. 児童生徒や保護者に対する教育相談 

2. 児童生徒理解に関する情報収集 

3. 事例研究会や情報連絡会の開催 

4. 校内研修の計画と実施 

5. 教育委員会や学校外の関係諸機関との連携のための調整及び連絡 

 教育相談に関する校内体制（組織）は、教育相談部として独立して設けられるもの、

生徒指導部や保健部などの中に教育相談係といった形で組み込まれるもの、関係

する各部門の責任者で構成される委員会として設けられものなど、学校の実情に応

じて様々であるが、生徒指導の機能と教育相談の機能に隙間が生じないよう、両者

の機能が補い合って有機的に関連性を持つことができるような体制を検討する必要

がある。また、教育相談体制に養護教諭を位置付けることが大切である。 

 各学校においては、事件・事故のときに、初めて教育相談体制を見直したり、カウン

セリングの重要性を考えたりするような対症療法的な対応ではなく、比較的落ち着い

ているときこそ、教育相談を充実するチャンスという認識を持ち、予防的対応を心が

けることが大切である。 

 また、年度始めに、教育相談に対する学校としての目標や方針を定め、教職員全員

が教育相談の意味や重要性を共通理解する機会を設けるなど、教育相談に対する

教職員全員の認識を高めることが大切である。さらに、教育相談週間を設け、学年
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の毎学期に児童生徒一人一人に対して学級担任による定期的な教育相談を行うな

ど、待つ姿勢の教育相談から積極的な教育相談に転換していくことが必要である。 

 改正学校教育法において、新たな職として位置付けられた副校長、主幹教諭や指導

教諭を活用し、教育相談体制及び生徒指導体制をより一層組織的に機能できるよう

にし、児童生徒を総合的に理解する体制を各学校が工夫することも必要である。 

 学校における教育相談を充実させるためには，教育相談室を保健室の隣に置くなど

その位置についても十分配慮し，児童生徒が相談しやすい雰囲気を確保することも

重要なことである。その際、例えば、いじめを受けている者が、安心してスクールカウ

ンセラーや養護教諭等に相談できるように、特に配慮することが必要である。 

 

４．早期からの教育相談について 

いじめや不登校への早期対応、児童虐待の深刻化や少年非行・犯罪の低年齢化等

に適切に対応するため、小学校における教育相談体制の充実を図っていくことが必要

である。 

・小学校において、いじめの発見のきっかけは、いじめられた本人よりも保護者からの 

訴えの方が多く、潜在的に多くのいじめが存在する可能性があることを認識する必要

がある。 

 いじめ等の原因の根は、小学校段階にあることが多い。早期の段階で対応しない

と、長期化したり、トラウマとして深い心の傷となったりして、成長過程においても長く

残ることになりかねない。また、不登校のケースでは、児童生徒の状況が非常に深

刻になり、限界になった時点ではなく、より早期に相談していれば、状況が異なって

いたのではないかと思われることもある。 

 早期の段階での教育相談を充実することは、本人にとっての悩みや問題を大きくし

ないという問題解決の観点だけではない。心身ともに最も不安定な中学校段階やそ
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れに続いて自我が形成される高等学校段階における問題行動の増加、多様化に対

する生徒指導上の予防的な観点の意義を有する。 

 こうした早期からのきめ細かな相談は、学校及び教員と児童生徒、保護者の信頼関

係を構築する基盤となり、地域全体で児童生徒を守り育てる体制づくりにつながる。 

 以上のようなことから、今後、中学校及び高等学校とともに、小学校における教育相

談体制の充実を図っていくことが必要である。このため、（3）で示した教育相談に関

する校内体制の充実に努めるとともに、小学校においても校内で教育相談の中心と

なる役割を担う者を明確にすることが必要である。現在、都道府県等によっては、小

学校にも教育相談や生徒指導の役割を担う主事等を位置付けているところもある

が、今後、国において、小学校において制度的に位置付けられた校務分掌職（生徒

指導主事等）を置くことを検討することが適当である。また、中学校と同様の規模を

有するような小学校や小学校の高学年等を中心として、スクールカウンセラーの活

用を含め教育相談を充実させていくことも必要である。 

 

５．教育相談に関する教員の意識及び能力の向上について 

 教育相談に当たる教員の児童生徒の抱える課題や効果的な指導・対応に関する姿

勢と意識が大切であり、様々な校務分掌に教育相談の機能を生かしていく発想や、教

育相談に関する教員研修の充実が必要である。 

 児童生徒に対するきめ細かな相談体制をどのようにつくっていくかは、最終的には、

教員の児童生徒の抱える課題や効果的な指導・対応に関する姿勢と意識にかかっ

てくるところが大きい。このため、例えば、教務部で学習に関する悩みの相談を受け

たり、進路指導部で進路に関する悩みの相談を受けたりするなど、様々な校務分掌
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で教育相談の機能を積極的に生かしていくという発想により、教育相談に対する意

識改革を図っていくことが大切である。 

 教員養成の段階から教育相談の在り方や方法を体系的に学ぶことが必要である。

また、教育実習においても、教育相談の視点を考慮した実習を行うことが有益であ

る。 

 国や教育委員会が行う管理職研修やリーダー研修を始めとして、初任者研修、10

年経験者研修、選択研修、職能別研修等の現職研修に教育相談を位置付け、教育

相談研修の改善充実を図っていくことが必要である。 

 

 


